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西暦 平成 主な関連法・戦略等 評価委員会等 備考
2000 12 IT基本法
2001 13 e-Japan戦略
2002 14
2003 15 e-Japan戦略II
2004 16
2005 17
2006 18 IT新改革戦略 電子政府評価委員会
2007 19
2008 20 年末調整処理業務の効率化の検討

2009 21
デジタル新時代に向けた新たな戦略
～三か年緊急プラン～
i-Japan戦略2015

特別テーマ評価検討委員会 報告書

2010 22 新たな情報通信技術戦略 電子行政に関するタスクフォース
2011 23 電子行政推進に関する基本方針
2012 24 電子行政オープンデータ戦略 電子行政オープンデータ実務者会議（WG）

2013 25 政府CIO法世界最先端IT国家創造宣言 電子行政分科会 電子政府の社会的効果について
（MRI自主研究）

2014 26
2015 27
2016 28 官民データ活用推進基本法

これまでの主な取り組み
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住民税額決定通知書の電子的交付について

「年末調整処理業務の効率化の検討最終報告資料」
（2008.02.20）より

※以下、特に出所の記載がないものは、上記報告資料からの引用
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densihyouka/kaisai_h19/dai8/siryou6.pdf
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企業が負担に感じる行政手続き



5

検討した内容



6

年末調整処理業務の概要（企業側）
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年末調整処理業務の課題



年末調整処理業務フロー（簡略版）と主な問題点
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住民税税額決定通知書部分の拡大
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従業員

事業者

市区町村※事業者用の住民税税額決定通知書データは、希望者には
電子媒体やeLTAXで提供可能。ただし従業員用は紙。

※



住民税税額決定通知書の例
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以前の検討では、税額決定通知書を電子化した場合、この公印も電子署名とす
ることになるが、従業員側での確認方法がないことが課題のひとつとしてあがりました。

出所：相馬市webサイト
https://www.city.soma.fukushima.jp/reiki/honbun/c5100240001.html


